
鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月 13日提出

豊橋(県)5-1

豊橋(県)5-1 愛知県 愛知第１１

株式会社愛知県不動産鑑定センター

小笠原　貴洋

36,700,000 190,000

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 15日

令和  8年  7月  3日 令和  8 150,000

豊橋市花田一番町７２番
193

1:3 店舗兼共同住宅
ＲＣ7F1B

店舗、事務所等が建
ち並ぶ路線商業地域

北東30m県道 水道、
ガス、
下水

豊橋
250m

商業
( 80, 400 )
準防

駐車場整備地区
( 90, 400 )

0 30 70 150 中高層店舗兼住宅地

8 24 190 長方形

特にない ３０ｍ県道 豊橋駅
西方250m

商業
駐車場整備地区
( 90, 400 )
準防

豊橋駅に近接する幹線道路沿いの商業地域で画地規模の関係よりマンション需要等の期待は乏しいが、立地条件に優れ
ていることもあり、需要は底堅く地価は上昇傾向で推移していくものと予測する。

中高層店舗兼事務所地

190,000

102,000

／

／

ない

同一需給圏は豊橋駅に近接する商業地域であり、需要者は豊橋市内を中心とする開発業者や投資家、法人等である。豊
橋駅東口に比べてやや引き合いの弱い状況であったが、周辺地域における旺盛なマンション開発等の影響もあって需要
は堅調に推移しており、地価は上昇傾向にある。現下の経済情勢において土地の画地条件や市場参加者の属性等により
取引価格は大きく左右されるため中心となる価格帯の把握は困難である。

比準価格は代替競争関係の強い取引事例から比準して求めた市場性を反映した実証的な価格である。収益価格は賃借人
の属性や画地規模による想定建物の規模、建築コストや金利の上昇リスクによる先行き不透明感等を反映してやや低位
に求められた。収益性よりも交換価値を重視して取引される地域的特性より、比準価格を標準として収益価格も参酌し
、標準地との検討も踏まえ、単価と総額との関係にも留意して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

□ ■

豊橋5-9

154,000

100.6

100.0 81.8

100.0
189,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-3.0

-14.0

-2.0

0.0

■ □

188,000

□ □

+1.1

建築コスト上昇等による投資意欲への影響や地域間の需要格
差も見られるが、豊橋市内の商業地の需要は概ね堅調に推移
している。

地域要因に大きな変動はないが、周辺における旺盛なマンシ
ョン開発等を背景に需要は堅調に推移しており、地価は上昇
傾向にある。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月 13日提出

豊橋(県)5-2

豊橋(県)5-2 愛知県 愛知第１１

株式会社愛三不動産鑑定

伴野　幸宏

38,200,000 126,000

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 26日

令和  8年  7月  3日 令和  8 100,000

豊橋市八町通３丁目３番
303

不整形
1:2.5

事務所
ＲＣ4

中低層の店舗、事務
所等の多い国道沿い
の商業地域

南40m国道 水道、
ガス、
下水

豊橋
1.6km

近商
( 80, 300 )
準防

( 90, 300 )

100 150 0 30 中低層の事務所地

12 25 300 ほぼ長方形

特にない ４０ｍ国道 豊橋駅
東方1.6km

近商
( 90, 300 )
準防

中心市街地外周部の幹線道路沿いの商業地域であり、地域に特段の変動要因はなく、地域要因は当面現状維持と予測す
る。

中低層の事務所地

126,000

75,900

／

／

形状 -1.0

同一需給圏は主として豊橋駅周辺及び市内幹線道路沿いの商業地域である。需要者は小売店舗・事業所等の用に供する
豊橋市内及び周辺市町村の個人事業者や法人等が中心で、一部個人投資家の参入も見られる。周辺では警察署や市役所
等公共施設がみられ、市電停にも近いため利便性が良好であり、商業地としての需要は用途の多様性をも反映し、底堅
く推移している。規模、立地等により取引総額に差が見られ、中心となる価格帯を見出すのは困難である。

標準地周辺は賃貸用事務所ビルも散見される商業地域であるが賃料水準が低く、土地価格に見合った賃料を収受できな
い地域的特性を有しているため収益価格は低位に試算された。需要者は収益性を考慮しているものの売り希望価格に近
い水準での売買が一般的であることから比準価格の規範性が高い。よって比準価格を重視することとし、収益価格を比
較考量し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

豊橋5-12

100,000

100.0

100.0 79.0

99.0
125,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-4.0

-16.0

-2.0

0.0

■ □

123,000

□ □

+2.4

駅前は地元企業や投資家等の潜在的需要は強いが供給量が少
なく、郊外沿道型店舗敷地は一定規模以上の画地に対する需
要が中心である。

市電沿線の交通利便性が見直されている一方で、地域要因に
特段の変動はない。

個別的要因の変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月  7日提出

豊橋(県)5-3

豊橋(県)5-3 愛知県 愛知第１１

名成鑑定調査事務所

竹中　成仁

92,600,000 421,000

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 15日

令和  8年  7月  3日 令和  8 340,000

豊橋市広小路１丁目３２番
220

1:1.5 店舗兼住宅
ＲＣ5

小売店舗、飲食店等
の中層ビルが建ち並
ぶ駅に近い商業地域

北20m市道 水道、
ガス、
下水

豊橋
300m

商業
( 80, 600 )
防火

駐車場整備地区
( 100, 600 )

80 80 20 40 中層店舗兼事務所地

11 20 220 ほぼ長方形

特にない ２０ｍ市道 豊橋駅
東方300m

商業
駐車場整備地区
( 100, 600 )
防火

中層ビルが建ち並ぶ準高度商業地域であり、今後も地域特性は現状のまま推移していくものと予測する。地価は豊橋駅
周辺で再開発等が進む中で強含みに推移しているが、物価上昇及び金利の動向等に注意が必要である。

中層店舗兼事務所地

431,000

121,000

／

／

ない

同一需給圏は主として豊橋市中心部の商業地域である。需要者は同一需給圏内に事業拠点を有する大中法人及び個人事
業主等が中心であり、不動産事業者や投資目的の需要者等も見られる。豊橋駅周辺の供給は少なく、再開発事業の進捗
や相次ぐマンション開発等から希少性が増しており、不動産需要は堅調で、地価は上昇傾向で推移している。取引規模
によるばらつきが大きく、需要の中心となる価格帯の把握は困難である。

貸店舗、事務所等の収益物件も見られる豊橋駅に近い商業地域であり、需要者は投資採算性も考慮し価値判断を行うこ
とから、収益性は無視できないが、投下資本に見合う賃料水準が形成されていないため、収益価格は低く試算された。
一方、同一需給圏内の類似地域から信頼性のある取引事例を収集できたため、市場動向を反映し実証性に優る比準価格
を重視し、収益価格を比較考量し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

■ □

豊橋5-1

630,000

100.5

105.0 143.2

100.0
421,000

0.0

0.0

0.0

+5.0

0.0

0.0

+1.0

+2.0

+39.0

0.0

0.0

■ □

416,000

□ □

+1.2

豊橋市において人口は減少傾向、世帯数は増加傾向にある。
不動産の取引件数は概ね横這いであり、取引は全般に底堅い
動きをしている。

豊橋駅前に続く準高度商業地域であり、希少性から商業地に
対する需要は堅調で、地価は上昇して推移している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月  7日提出

豊橋(県)5-4

豊橋(県)5-4 愛知県 愛知第１１

株式会社愛三不動産鑑定

田島　拓

28,400,000 187,000

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 30日

令和  8年  7月  3日 令和  8 150,000

豊橋市萱町４５番
152

1:4 店舗兼事務所
Ｓ4

中層の事務所、店舗
等が多い商業地域

西20m市道 水道、
ガス、
下水

豊橋
550m

商業
( 80, 500 )
防火

駐車場整備地区
( 100, 500 )

30 40 20 70 中低層店舗兼事務所地

6 25 150 長方形

特にない ２０ｍ市道 豊橋駅
北東方550m

商業
駐車場整備地区
( 100, 500 )
防火

中低層の店舗兼事務所が建ち並ぶ地域であり、多様な用途で需要が競合するエリアである。駅周辺再開発の波及効果や
投資需要を背景として、地価は横ばいから緩やかな上昇基調で推移するものと予測する。

３階建程度の店舗兼事務所地

187,000

88,500

／

／

ない

同一需給圏は、豊橋駅徒歩圏内の商業地域であり、需要者は飲食店、物販店、事務所等の出店を目的とする法人が中心
である。近年のマンション開発はやや供給過多感が認められるものの、駅周辺再開発の波及効果や多様な用途での需要
の競合、優れた立地条件に起因する希少性を背景に、地価は上昇傾向が続いている。このような状況下、土地の形状や
規模等により取引価格は大きく左右されるため、中心となる価格帯の把握は困難である。

比準価格は代替競争関係の強い取引事例から比準して求めたものであり、市場性を反映した実証的な価格である。収益
価格は建築コスト上昇に見合う賃料形成が十分になされていないことから低位に試算された。資産としての交換価値や
投資価値を重視する当該近隣地域の特性より、比準価格を採用し、収益価格も参酌し、標準地との検討を踏まえ、単価
と総額との関係にも留意して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

□ ■

豊橋5-5

157,000

100.6

100.0 84.5

100.0
187,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-1.0

-1.0

-12.0

-2.0

0.0

■ □

184,000

□ □

+1.6

東三河の中核都市として不動産市況は底堅く推移しているが
、世界経済等の影響から先行きは不透明である。

豊橋駅徒歩圏内の売物件は供給が少ないため、条件にもよる
が総じて基準地周辺の土地価格は上昇傾向が継続している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月  7日提出

豊橋(県)5-5

豊橋(県)5-5 愛知県 愛知第１１

高木不動産鑑定

髙木　靖人

27,500,000 134,000

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 15日

令和  8年  7月  3日 令和  8 105,000

豊橋市前田中町２番１４
205

1:3 店舗兼事務所
Ｓ2

中小規模の店舗、一
般住宅が混在する近
隣商業地域

北東12m市道 水道、
ガス、
下水

豊橋
1.4km

近商
( 80, 200 )
準防

( 90, 200 )

20 100 20 50 低層店舗地

10 20 200 長方形

特にない １２ｍ市道 豊橋駅
東方1.4km

近商
( 90, 200 )
準防

豊橋駅の東方にある中小規模の店舗、一般住宅が混在する近隣商業地域である。近隣地域は土地区画整理済の地域で、
地域の商況に大きな変化はなく、当面は、現状維持で推移すると予測する。

低層店舗地

134,000

72,000

／

／

ない

同一需給圏は、豊橋市の商業地域。需要者の中心は、地縁性を有する個人事業者及び一般企業・不動産賃貸業を行う不
動産会社である。近隣地域は、豊橋市の中心商業地へのアクセスにも優れた商業地域であり、供給が少ないため取引は
少ないものの、潜在的な需要は多いものと推察する。市場の中心価格帯は、取引そのものが少なく、また、需要者の事
業目的等による規模の差が大きく把握が難しい。

比準価格は、同一需給圏内の取引事例を採用した実証的な価格であり、精度の高い価格が得られた。収益価格は収益性
に着目した理論的な価格であるが、土地価格に見合った賃料水準が形成されておらず、収益価格はやや低位に試算され
た。需要者は自用目的の取引を中心としており、投資家等が収益目的で不動産を取得する取引は少ない。従って、比準
価格を採用し、収益価格を参考に留め、周辺公示地との価格検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

□ ■

豊橋5-10

122,000

100.0

100.0 90.8

100.0
134,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
0.0

-2.0

0.0

-10.0

+3.0

0.0

■ □

133,000

□ □

+0.8

建築費の高騰等のマイナス要因が見られる中で、立地条件等
による二極化傾向が強まっている。

地域要因に大きな変動はないが、豊橋市の中心商業地に近く
、希少性から地価は上昇傾向が続いている。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月  7日提出

豊橋(県)5-6

豊橋(県)5-6 愛知県 愛知第１１

株式会社テクナス

市川　隆治

68,600,000 100,000

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 12日

令和  8年  7月  3日 令和  8 80,000

豊橋市草間町字二本松５番１
686

1:2 事務所
Ｓ2

低層の店舗、事務所
等が見られる路線商
業地域

北西16m県道 水道、
ガス、
下水

南栄
1.2km

２住居
( 60, 200 )

40 55 160 300 低層店舗地

18 40 700 長方形

特にない １６ｍ県道 南栄駅
西方1.2km

２住居
( 60, 200 )

店舗、事務所等が見られる路線商業地域であり、用途面の変化はなく今後も現状を維持していくものと予測した。市中
心部からやや離れているものの、地価水準は堅調に推移するものと思われる。

低層店舗地

102,000

39,000

／

／

ない

同一需給圏は主として豊橋市内の準幹線道路沿いに形成された商業地域と判定した。中心となる需要者は事業所、小売
店舗での利用を目的とする地元中小法人、個人事業主等である。背後には熟成した住宅地域が形成されており、顧客の
通行量も多いことから、需給動向は概ね均衡状態にある。当地域の取引で中心となる価格帯は、画地規模や取引目的に
よりまちまちのため把握は困難である。

比準価格においては、商業地の取引件数は相対的に少なく同一需給圏は広域的に形成されるため、市内の路線沿いの取
引を中心に採用した。近隣地域での取引は自用目的が中心であり、賃貸市場が未成熟であることを考慮し、比準価格に
比べて収益価格の説得力がやや劣ると判断した。従って、本件では収益価格は参考に留め、市場性を反映した比準価格
を重視し、代表標準地の半年間の価格変動にも留意の上、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

豊橋5-12

100,000

100.0

100.0 /

100.0
100,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

■ □

100,000

■ □

豊橋5-12

100,000

0.0 0.0

市の人口は微減傾向が継続している。高齢化率は県全体より
もやや高く、微増傾向で推移している。

沿道型の商業地域としての繁華性に変わりはなく、需要は安
定的である。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月  7日提出

豊橋(県)5-7

豊橋(県)5-7 愛知県 愛知第１１

タナカ不動産鑑定

田中　博文

21,400,000 177,000

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 15日

令和  8年  7月  3日 令和  8 140,000

豊橋市東小田原町２５番２
121

1:1.5 店舗
Ｓ2

店舗、事業所、住宅
が混在する商業地域

北8m市道 水道、
ガス、
下水

豊橋
650m

商業
( 80, 400 )
準防

( 90, 400 )

100 0 30 30 低層事務所地

9 13 120 長方形

特にない ８ｍ市道 豊橋駅
南東方650m

商業
駐車場整備地区
( 90, 400 )
準防

店舗、事業所、住宅等が混在する商業地域であるが、利便性が良く駐車場等の用地需要が増えており、隣接地域で行わ
れている再開発等の影響を受けている。地価は地域の特性を反映し堅調に推移するものと見込まれる。

低層事務所地

177,000

92,400

／

／

ない

同一需給圏は、豊橋駅前中心商業地域の南東側に隣接する商業地域一円であり、その他の中心商業地に隣接する地域も
圏内に含まれる。需要の中心は地元の法人及び個人事業者であり、利便性が高いことから、特にマンション業者やハウ
スビルダー等が主力となっている。周辺地域では開発事業が進んでおり、市場は堅調に推移している。市場での需要の
中心となる価格帯は、土地では総額で１，４００万円～３，０００万円程度であり、取引規模により価格幅は大きい。

当該地域は、低層の店舗・事務所のほか住宅が混在する商業地域である。近隣地域では自用の店舗・事務所が大半を占
めており、賃貸市場においては元本に見合う賃料を獲得することができず、収益価格は低位に試算された。一方で、事
業用地の取得に際しては、市場における実際の取引価格が重視される状況にあると考えられる。よって、取引市場の実
態を反映する比準価格を標準とし、収益価格を比較考量の上、鑑定評価額を上記の通り決定した。

□ ■

豊橋5-11

154,000

101.3

100.0 88.2

100.0
177,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
0.0

0.0

0.0

-2.0

0.0

-10.0

■ □

175,000

□ □

+1.1

中心市街地の再開発が進む中、豊橋駅前や商況の優れた路線
商業地等、収益性の高いエリアへの需要は底堅い。

マンション増加等、市街地再開発事業の進捗により駐車場等
の需要が高まっており、地価は堅調に推移している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月 13日提出

豊橋(県)5-8

豊橋(県)5-8 愛知県 愛知第１１

株式会社愛知県不動産鑑定センター

小笠原　貴洋

115,000,000 633,000

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 15日

令和  8年  7月  3日 令和  8 480,000

豊橋市広小路１丁目４０番１外
182

1:1 店舗
ＲＣ5F1B

中高層の店舗ビル等
が建ち並ぶ駅前の商
業地域

南西(駅前広場)
県道、
南東側道

水道、
ガス、
下水

豊橋駅前広場接面

商業
( 80, 600 )
防火

駐車場整備地区
( 100, 600 )

30 0 50 30 中高層店舗兼事務所地

13.5 15 200 長方形

特にない 県道（駅前広場） 豊橋駅
北東方駅前広場接面

商業
駐車場整備地区
( 100, 600 )
防火

豊橋市の中心商業地域で近隣地域及び周辺地域で再開発の計画があり、立地条件及び供給物件の不足に起因する希少性
も反映し、需要は堅調で地価は上昇傾向で推移していくものと予測する。

中高層店舗兼事務所地

645,000

393,000

／

／

角地 +5.0

同一需給圏は豊橋市及び周辺市の中心部に近い商業地域であり、需要者はマンション開発を行う開発業者や投資家、資
本力を有する法人等が想定される。建築コストや金利の上昇等の先行き不透明感はあるが、近隣地域及び周辺地域にお
いて再開発が計画される等、需要は底堅いことから地価は上昇傾向が続いている。現下の経済情勢において土地の画地
条件や市場参加者の属性等により取引価格は大きく左右されるため中心となる価格帯の把握は困難である。

比準価格は代替競争関係の強い取引事例から比準して求めたものであり、市場性を反映した実証的な価格である。収益
価格は元本価値に見合う賃料相場が形成されておらず、やや低位に求められた。開発素地としての期待性と資産価値、
市場における交換価値に基づき価格が形成される地域的特性より、比準価格を重視して収益価格も比較考量し、最近の
不動産市場の動向も踏まえ、単価と総額との関係にも留意して、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

豊橋5-1

630,000

100.5

105.0 /

105.0
633,000

0.0

0.0

0.0

+5.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

■ □

625,000

■ □

豊橋5-1

630,000

+1.3 +0.5

建築コスト上昇等による投資意欲への影響や地域間の需要格
差も見られるが、豊橋市内の商業地の需要は概ね堅調に推移
している。

豊橋駅前の中心商業地域で近隣地域及び周辺地域における再
開発の計画もあり、需要は堅調で地価は上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月  7日提出

豊橋(県)5-9

豊橋(県)5-9 愛知県 愛知第１１

株式会社　松島不動産鑑定事務所

松島　教

64,800,000 129,000

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 15日

令和  8年  7月  3日 令和  8 100,000

豊橋市潮崎町５４番
502

1:4 店舗兼住宅
ＲＣ4

飲食店、小売店舗等
が建ち並ぶ路線商業
地域

南東14m県道、
背面道

水道、
下水

豊橋
2.6km

近商
( 80, 200 )
準防

( 90, 200 )

190 70 0 50 中低層店舗地

20 30 600 長方形

特にない 南東１４ｍ県道 豊橋駅
南西方2.6km

近商
( 90, 200 )
準防

郊外路線商業地域として熟成しており、現状を維持しつつ推移するものと予測する。

中層店舗事務所併用地

129,000

66,600

／

／

二方路 +2.0

同一需給圏は、豊橋市の幹線道路、準幹線道路沿いに位置する商業地域である。需要者の中心は物販店、飲食店等を展
開する法人、個人事業者であり、同一需給圏外からの参入も見られる。沿道型商業地では、規模を確保しつつ初期投資
を抑えるため定借需要が中心であるが、繁華性が良好な主要幹線道路沿いであるため、地価水準は安定基調で推移して
いる。需要者の業態や画地規模等により取引総額が異なり、需要の中心となる価格帯は把握が困難である。

近隣地域及び周辺類似地域は、総じて自用目的での取引が中心で、元本価値に見合う賃料水準が形成されていないこと
や建築コストの上昇から、収益価格は低位に試算されている。従って、収益価格は参考にとどめ、取引市場の実態を反
映した比準価格を採用し、代表標準地との検討結果を踏まえ、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

■ □

豊橋5-12

100,000

100.0

100.0 79.2

102.0
129,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+1.0

-1.0

-20.0

-1.0

0.0

■ □

129,000

□ □

0.0

建築コストの上昇が続く中、一部には様子見姿勢が窺えるも
のの、底堅い需要に支えられ、総じて宅地取引市場は堅調で
ある。

地域の状況に変化は認められないが、大型複合商業施設に近
い路線商業地域であり需要は安定している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月  7日提出

豊橋(県)5-10

豊橋(県)5-10 愛知県 愛知第１１

株式会社　松島不動産鑑定事務所

松島　教

23,500,000 140,000

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 15日

令和  8年  7月  3日 令和  8 110,000

豊橋市花田二番町４８番
168

1.2:1 店舗兼住宅
Ｓ3

店舗併用住宅、事務
所、一般住宅が混在
する近隣商業地域

北西20m市道 水道、
ガス、
下水

豊橋
700m

近商
( 80, 200 )
準防

( 90, 200 )

100 100 20 40 低層店舗事務所併用地

10 20 200 長方形

特にない ２０ｍ市道 豊橋駅
西方700m

近商
( 90, 200 )
準防

商住混在型の既成商業地域で、現状を維持しつつ推移するものと予測する。

低層店舗事務所併用地

140,000

56,000

／

／

ない

同一需給圏は、豊橋市内の商業地域である。需要者の中心は、店舗や事務所としての利用を企図する法人、個人事業者
であり、同一需給圏外からの参入も見込まれる。豊橋駅から徒歩圏に位置することから利便性が優れており、住宅系を
含む用途の多様性が認められるため、需要は底堅く、地価水準は強含みで推移している。需要者の業態、利用目的や画
地規模等により取引総額が異なり、需要の中心となる価格帯は把握が困難である。

近隣地域及び周辺類似地域は、総じて自用目的での取引が中心で、元本価値に見合う賃料水準が形成されていないこと
や建築コストの上昇から、収益価格は低位に試算されている。従って、収益価格は参考にとどめ、取引市場の実態を反
映した比準価格を採用し、代表標準地との検討結果を踏まえ、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

■ □

豊橋5-12

100,000

100.0

100.0 72.0

100.0
139,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-8.0

-21.0

-1.0

0.0

■ □

138,000

□ □

+1.4

建築コストの上昇が続く中、一部には様子見姿勢が窺えるも
のの、底堅い需要に支えられ、総じて宅地取引市場は堅調で
ある。

利用状況等に特段の変化はないが、中心市街地の不動産需要
は底堅く、供給不足も相俟って、地価は上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月  7日提出

豊橋(県)5-11

豊橋(県)5-11 愛知県 愛知第１１

中谷総合鑑定

中谷　恵子

65,000,000 96,000

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 15日

令和  8年  7月  3日 令和  8 76,000

豊橋市新栄町字鳥畷５番１外
677

1:1 店舗
Ｓ2

飲食店、営業所等が
建ち並ぶ路線商業地
域

北22m国道 水道、
下水

豊橋
1.6km

準工
( 60, 200 )

(特別用途地区)

50 400 30 25 低層店舗事務所併用地

25 25 625 ほぼ正方形

特にない ２２ｍ国道 豊橋駅
北西方1.6km

準工
(特別用途地区)
( 60, 200 )

店舗、営業所等が国道沿いに建ち並ぶ熟成した路線商業地域である。需要は概ね安定している。当面、現状のまま推移
するものと予測する。

低層店舗事務所併用地

96,000

42,500

／

／

ない

同一需給圏は、豊橋市のほか周辺市等における主に東三河の商業地域である。需要者の中心は、東三河を基盤とする個
人事業主や法人等である。市場における需給動向は、ロードサイド型店舗等の出店が見られること等から地価水準は概
ね安定している。取引には事業用定期借地に基づくものが見られるが売買取引は少ない。また、規模、立地条件等によ
り需要の強弱に開差がある為、需要の中心となる価格帯の把握が困難な状況である。建築費等の上昇がみられる。

対象基準地の属する地域は、店舗を主体に事務所等も介在する路線商業地域であり、ロードサイド型店舗に対する需要
は見受けられるものの、賃貸事業の収支が芳しくない地域であるため、賃貸市場の実態を反映し、収益価格は低位に求
められた。したがって、実証的で市場性を反映した比準価格を重視し、収益価格は参考に留め、商業地の不動産市況、
地域経済の動向及び代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

■ □

豊橋5-12

100,000

100.0

100.0 104.6

100.0
95,600

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
0.0

0.0

-4.0

+9.0

0.0

0.0

■ □

95,600

□ □

+0.4

豊橋市の人口は微減傾向。建築費、人件費等が上昇する中、
不動産市場では利便性、災害リスク等に応じて価格は二極化
傾向。

国道沿いの路線商業地域で、地域の利用状況に特段の変化は
見られない。地価は概ね堅調に推移している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月  7日提出

豊橋(県)9-1

豊橋(県)9-1 愛知県 愛知第１１

ＯＦＦＩＣＥナスカ

岩田　肇

67,100,000 50,000

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 15日

令和  8年  7月  4日 令和  8 40,000

豊橋市大岩町字菅池１２番８外
1,342

台形
1:1.2

工場 中小工場を中心に事
務所、一般住宅等が
混在する工業地域

北10m市道 水道、
下水

二川
600m

工業
( 60, 200 )

170 100 40 50 中小工場地

35 40 1,400 台形

特にない １０ｍ市道 二川駅
西方600m

工業
( 60, 200 )

二川駅徒歩圏内の共同住宅等も見られる中小工場地域であり、当面現状を維持しつつ推移するものと予測されるが、立
地条件から将来的には住宅地域への移行の可能性も考慮される。

中小工場地

50,000

15,500

／

／

ない

同一需給圏は、主として東三河地方の工業地域である。市場の主な需要者は、製造業を中心とした地元の中小工場事業
者である。名豊道路全線開通により名古屋圏と浜松圏の中間拠点として評価が高まり、幹線道路やＩＣ周辺の工業適地
への引き合いは堅調であり、津波リスクの回避により、内陸を求める需要者は依然として多い。市場における取引が少
なく、需要者の購買力や画地規模により、総額が大きく相違するため、需要の中心となる価格帯の把握は困難である。

近隣地域は、二川駅の西方に位置し、中小工場を中心に事務所、一般住宅等が混在する、自用目的の取引が中心の工業
地域である。比準価格は、豊橋市及び周辺市町における工業地の取引事例を基礎として試算された実証的価格である。
一方収益価格は、元本価値に見合った純収益を収受し得ない賃貸市場の実態等を反映し、比準価格に対し低位に求めら
れた。したがって、比準価格を重視し、収益価格は参考に留め、公示地等との検討を踏まえ、鑑定評価額を決定した。

□ ■

豊橋9-3

42,600

100.7

100.0 85.5

100.0
50,200

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

-17.0

0.0

0.0

■ □

49,800

□ □

+0.4

豊橋市の工業地は緩やかな上昇基調が続いている。特に利便
性に優れた国道２３号沿線及びインター周辺の纏まった画地
が相対的に強い。

周辺の利用状況等に特段の変動は見られないが、内陸型の工
業地に対する需要は依然として堅調である。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月 11日提出

豊橋(県)9-2

豊橋(県)9-2 愛知県 愛知第１１

みつば不動産鑑定事務所

岡部　耕一郎

514,000,000 25,900

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 15日

令和  8年  7月 10日 令和  8 20,000

豊橋市明海町３番５０
19,834

2:1 工場 大規模な工場が建ち
並ぶ区画整然とした
臨海工業地域

東12m市道 水道 豊橋
8.6km

工専
( 60, 200 )

400 600 500 200 大規模工場地

200 100 20,000 ほぼ長方形

特にない １２ｍ市道 豊橋駅
南西方8.6km

工専
( 60, 200 )

熟成した臨海工業地域であり、特段の変動要因は認められず、当面は現状を維持して推移するものと予測する。需要は
底堅く、地価は緩やかな上昇傾向で推移するものと予測する。

大規模工場地

25,900

／

／

／

ない

同一需給圏は、主に東三河地方の臨海部の工業地域を中心に、広域的な県内の工業地域一円である。需要者は製造業を
中心とする資力のある企業が中心である。三河港は日本の物流拠点として国内有数の港湾であり、物流施設や工業用地
に対する需要が増加している中で、供給不足が慢性化しており、地価水準は強含みで推移している。工業地の取引自体
が少なく、また画地規模等により取引総額は異なるため、需要の中心となる価格帯の把握は困難である。

近隣地域は比較的規模の大きい自社工場を中心とした工業地域であり、賃貸市場が未成熟であり、賃料水準の把握や賃
貸事例の収集が困難であることから、収益価格は試算しなかった。当該地域は自己使用目的の取引が中心であり、取引
価格の水準を指標に価格が決定されることが一般的と認められる地域であるため、売買市場の実態を反映した比準価格
を採用し、標準地との検討を踏まえ、単価と総額との関連等に留意して、鑑定評価額を上記の通り決定した。

□ ■

豊橋9-2

27,800

100.8

100.0 108.1

100.0
25,900

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
0.0

+1.0

+1.0

+6.0

0.0

0.0

■ □

25,500

□ □

+1.6

自動車関連企業の生産は安定的に推移し、雇用環境は堅調で
あるものの、米国関税やコスト上昇等の影響から先行き不透
明感も見られる。

熟成した臨海工業地域で、地域特性に特段の変化はない。供
給物件が少ない中、需要は底堅く、地価は上昇傾向で推移し
ている。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 8 令和  8年  7月  7日提出

豊橋(県)9-3

豊橋(県)9-3 愛知県 愛知第１１

中谷総合鑑定

中谷　恵子

35,300,000 35,600

令和  8年  7月  1日

令和  8年  6月 15日

令和  8年  7月  3日 令和  8 28,000

豊橋市下五井町沖田７６番１外
991

1:3 倉庫
Ｓ1

中小規模の工場のほ
かに共同住宅等も見
られる国道背後の工
業地域

南東5.2m市道 水道、
下水

豊橋
3.6km

準工
( 60, 200 )

(特別用途地区)

50 120 180 60 工場地

20 50 1,000 ほぼ長方形

特にない ５．２ｍ市道 豊橋駅
北方3.6km

準工
(特別用途地区)
( 60, 200 )

当該地域は物流型の中小工場地域であり、他の用途への転換の可能性は比較的小さく、当面現状を維持すると予測され
る。

工場地

35,600

9,280

／

／

ない

同一需給圏は豊橋市内の物流型の中小工場地域で、特に幹線及び準幹線背後の交通利便性の高い地域において代替性が
高いと判断される。需要者の中心は地縁性のある地元企業であり、物流施設需要等は概ね安定している。これを受け工
場用地の価格水準は概ね堅調に推移している。需要の中心となる価格帯は、取引数が少なく、個別の取引事情、規模、
立地条件等により需要の強弱に開差があるため、把握が困難な状況である。建築費、人件費等の上昇がみられる。

当該地域は、小工場、倉庫等を主とする中小工場地域である。賃貸市場は熟成しておらず、元本価値相当の賃料設定が
難しく収益価格は低位に求められた。一方、取引の中心となるのは自己利用目的の更地または建付地であり、これらに
ついて複数の信頼性の高い事例収集が可能であった。したがって、実証的で市場性を反映した比準価格を重視し、類似
の標準地とのバランスも検討し、収益価格は参考に留め、対象基準地の鑑定評価額を上記のとおり決定した。

□ ■

豊橋9-3

42,600

100.7

100.0 121.1

100.0
35,400

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
0.0

+6.0

+3.0

+12.0

-1.0

0.0

■ □

35,300

□ □

+0.8

豊橋市の人口は微減傾向。建築費、人件費等が上昇する中、
不動産市場では利便性、災害リスク等に応じて価格は二極化
傾向。

物流型の中小工場地域で、周辺土地の利用状況に大きな変化
はない。

個別的要因に変動はない。


